
Ｘ．アスファルト舗装工事

１）路床安定処理（スタビライザ混合工法）

含水比の高い粘性土や強度の不足する恐れのある盛土材料を使用する場合に、材料強度の改

良を目的として、セメントや石灰等による安定処理工法が行われる。セメントや石灰による土

の安定処理工法は、一般に土の物理的性質の改良や固結作用による強度の増加を目的として

原地盤や路床、路盤の改良に利用されている。

・強度の不足する材料を路床材として改良

・高含水比粘性上等のトラフィカビリティの改良

ａ．施工機械の選定

スタビライザによる路上混合作業で、混合深さ 1m以下、かつ 1層までの路床の安定処理に
使用する施工機械の一般的な機種・規格は、次表に示すとおりである。

表 1－1 施工機械（代表機械）の機種・規格

機械名 規  格 摘  要

スタビライザ

路床改良用 処理深さ

0.6m×幅 2.0m
混合深さ 0.6m以下の
場合

路床改良用 処理深さ

1.2m×幅 2.0m
混合深さ 0.6mを超え
1m以下の場合

モータグレーダ
土工用

ブレード幅 3.1m

タイヤローラ
普通型・排出ガス対策型

（第 1次基準値）運転質量 8～20t

ｂ．施工フロー

安定処理工（スタビライザ混合）の一般的な施工手順は、次のとおりである。
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ｃ．施工法

（1）材料
安定処理に用いられる固化材は大別して、次の 3つに分類される。
①石灰

②セメント

③その他（瀝青材料、混合樹脂等）

一般に用いられるのは石灰とセメントであるが、最近では石灰やセメントを母材とし、よ

り改良を加えた「石灰系」、「セメント系」固化材も多く使用されている。

①石灰系

石灰系は、土に 2～20%添加することにより、土の安定性と耐久性を増大させるもので
ある。この工法の特長は、土との化学反応を利用していることである。そのうちの一つ

は粘土鉱物とイオン交換を行って、粘土の性質を変えることであり、もう一つはポゾラ

ン反応によって固化させることである。

②セメント系

セメント系は、土に 2～10%添加することにより、セメントの接着硬化能力によって土
を改良し、必要な支持力を得る工法で、一般にソイルセメント工法といわれている。

この工法では粉砕、混合、締固めの難易が施工上の要となる。土がもともと粒子間の結

合力の弱い粗粒子土では、機械的な混合により粉砕と混合が同時に行われ効果的であ

る。粘性土の場合には、粉砕の程度が直ちに工法の成否を分ける。

（2）固化材の散布
固化材の現場搬入時の荷姿には袋詰め（一般には 20kg詰め）やフレキシブルコンテナ詰
め（一般には 1トン詰め）が多いが、いずれの場合も、人力あるいはクレーン等によって
適切な間隔で固化材の入った袋を配置し、開封後スコップや板レーキ等で均一に敷均す。

使用機械については、バックホウ（クレーン機能付き）を用いるのが一般的である。

また、このバックホウは「クレーン等安全規則」、「移動式クレーン構造規格」に準拠する

機械とする。

（3）混合
混合には横軸式ロードスタビライザを用いる。横軸式ロードスタビライザは、敷き拡げた

材料を図 6.1 のように進行方向に直角のロータ軸に取付けられたダインで混合するもの
である。スタビライザで混合する場合、その混合深さはスタビライザの能力によるが、通

常 0.1～0.6mである。
また、軟弱地盤の安定処理用として、混合深さ 1.0mのものも普及している。
生石灰の場合には、混合作業は 2回行う。一次混合では生石灰の吸水作用によって処理対
象土の含水比を低下させ、二次混合では含水比の低下した対象土をよく混合し、均質な状

態にする。



図 1－1 横軸式ロードスタビライザの混合機構 図 1－2 構造物付近の混合及び敷均し

（4）敷均し
混合終了後、モータグレーダ等で安定処理面を所定の形状に整形する。

（5）締固め
敷均し終了後、タイヤローラ（軟弱な地盤の場合はブルドーザ）等で締固める。

石灰系固化材使用の場合はセメント系に比べ反応が遅いが、施工後 2～3日であれば高さ
を調節するために材料を加えることができる。

図 1－3 混合・敷均し・締固め

２）バックホウによる混合の場合

ａ．安定処理工は、路床、路盤材の強度不足をセメントや石灰等を使用して改良するものである。

通常、固化材の混合機械にはスタビライザが用いられるが、現場条件によりスタピライザに

よる施工ができない路床改良工事及び構造物基礎の地盤改良工事では、バックホウによる

混合を行う。なお、路床改良工事における適用可能な現場条件とは、次のいずれかに該当す

る箇所とする。

・施工現場が狭隘な場所

・転石がある場合

・移設できない埋設物がある場合



ｂ．施工手順

（1）機種の選定
バックホウによる混合作業で、1層の混合深さが路床 1m以下・構造物基礎 2m以下にお
ける現位置での混合作業に適用する安定処理に使用する施工機械（代表機械）の一般的な

機種・規格は、次表に示すとおりである。

表 6－1施工機械（代表機械）の機種・規格

使用機種 施工箇所 機械名 規格

バックホウ 路床 バックホウ

（クローラ型）

標準型・クレーン機能付き排出ガス対策型

（第 2次基準値）
山積 0.45m3（平積 0.35m3）吊能力 2.9t

タイヤローラ 普通型・排出ガス対策型（第 1次基準値）
運転質量 8～20t

バックホウ

（クローラ型）

標準型・排出ガス対策型（第 2次基準値）
山積 0.28m3（平積 0.2m3）

構造物基礎 バックホウ

（クローラ型）

標準型・クレーン機能付き排出ガス対策型

（第 2次基準値）
山積 0.8m3（平積 0.6m3）吊能力 2.9t

振動ローラー

（舗装用）

ハンドガイド式

運転質量 0.8～1.1ｔ

（2）施工フロー
安定処理工（バックホウ混合）の一般的な施工手順は、次のとおりである。

ｃ．バックホウによる混合の施工法

（1）材料
安定処理（バックホウ混合）に用いられる固化材は大別して、次の 3つに分類される。
・石灰系

・セメント

・セメント系

一般に用いられているのはセメント系である。

機
材
搬
入

固
化
材
散
布

混 
 
 

合

敷
き
均
し

締

固

め

後
片
付
け



（2）固化材散布
固化材の現場搬入時の荷姿はフレキシブルコンテナ詰め（一般には 1t詰め）が多く、ク
レーン等によって適切な間隔で固化材の入った袋を配置し、開封後スコップや板レーキ等

で均一に敷き均す。

使用機械については。バックホウ（クレーン機能付き）を用いるのが一般的である。

このバックホウは「クレーン等安全規則」、「移動式クレーン構造規格」に準拠する機械と

する。

（3）混合
混合は。散布作業に使用したバックホウ（クレーン機能付き）により対象土と固化材が均

一になるまで混合する。混合に用いられるバックホウのバケットは標準バケットが一般的

であるが、より撹拌効率の高い混合装置付バケットやミキシングフォーク等を使用する場

合もある。1層の混合深さは、路床で 1m以下、構造物基礎で 2m以下が多い。
（4）敷均し
混合終了後、バックホウで安定処理面を所定の形状に成型する。

（5）締固め
敷均し終了後、タイヤローラで締固める。タイヤローラが入らない箇所では、振動ローラ

等により締固める。

３）路盤

ａ．概要

（1）下層路盤
・下層路盤には粒状路盤、セメント安定処理、石灰安定処理といった工法が用いられる。

・一般的に施工現場の近くで経済的に入手できるクラッシャラン、再生クラッシャラン、

スラグ、山砂利、切込砂利等の材料を利用した路盤とする。

・また、入手した材料の修正 CBR や PI が下層路盤の規格を満たさない場合は、セメン
ト、石灰等で安定処理をして下層路盤とする。

（2）上層路盤
・上層路盤には粒度調整、セメント安定処理、石灰安定処理、瀝青安定処理、セメント・

瀝青安定処理の各工法が用いられる。

・石灰安定処理工法は、PIの大きい現場材料の活用を図る場合に用いられる。

ｂ．適用範囲

本章は、粒状路盤（下層路盤）、粒度調整（上層路盤）について適用する。

ｃ．施工手順

（1）機種の選定
・主な用途が路面の仕上げであるため、路面状態が悪くても、上下左右に動き過ぎないよ

うな特徴を有している。

・車道施工においては、モータクレーグで不陸整正作業及び敷均し作業を行い、ロードロ

ーラ及びタイヤローラにより締固め作業を行う。

・歩道施工においては、小型バックホウ、人力等により敷均し、振動ローラ及びタンパ等



により締固め作業を行う。

①不陸整正・下層路盤（車道・路肩部）・上層路盤（歩道部）

施工パッケージ 機 械 名 規    格

不陸整正

下層路盤（車道道路部）

モータグレーダ 土工用・排出ガス対策型（第 1次基準値）
ブレード幅 3.1m

ロードローラ マカダム・排出ガス対策型（第 1次基準値）
運転質量 10～12t締固め幅 2.1m

タイヤローラ 普通型・排出ガス対策型（第 1次基準値）
運転質量 8～20t

下屋路盤（歩道部）

上層路盤（歩道部）

小型バックホウ

（クローラ型）

標準型・排出ガス対策型（第 2次基準値）
山積 0.11m3（平積 0.08m3）

振動ローラ

（舗装用）

搭乗・コンバインド式・排出ガス対策型

（第 1次基準値）運転質量 3～4t
本施工に使用される施工機械のうちの代表的な機種・規格である。

②上層路盤（車道・路肩部）

施工パッケージ 材 料 平均幅員 機 械 名 規    格

上層路盤

（車道・路肩部）

瀝青安定処

理材

1.4m
未満

振動ローラ

（舗装用）

ハンドガイド式

運転質量 0.5～0.6t

振動コンパクタ
前進型

機械質量 40～60kg

1.4m
以上

アスファルト

フィニッシャ

ホイール型・排出ガス対策型

（第 2次基準値）舗装幅 2.4～6.0m

ロードローラ

マカダム・排出ガス対策型

（第 1次基準値）
運転質量 10～12t締固め幅 2.1m

タイヤローラ

普通型・排出ガス対策型

（第 1次基準値）
運転質量 8～20t

粒度調整砕

石
―

モータグレーダ
土工用・排出ガス対策型

（第 1次基準値）ブレード幅 3.1m

ロードローラ

マカダム・排出ガス対策型

（第 1次基準値）
運転質量 10～12t締固め幅 2.1m

タイヤローラ

普通型・排出ガス対策型

（第 1次基準値）
運転質量 8～20t



（2）施工フロー
路盤工の一般的な施工手順は、次のとおりである。

（注）不陸整正は。必要に応じて施工する。-

ｄ．施工法

（1）路床、路盤等の不陸整正
路盤工又は舗装工の施工に先立ち、路床、路盤の不陸整正や計画高さの調整及び支持力の

確保を目的として行う。かき起こし、敷均しを行った後に締固めをする作業である。

（2）1層当りの仕上り厚さが 20cmまでの下層路盤
①一般的にクラッシャラン等の比較的支持力が小さい安価な材料が用いられる。

②路盤材の敷均しと締固めの作業からなる。

③下層路盤の施工は敷均しをモータグレーダ、締固めをロードローラ及びタイヤローラで

施工する。

（3）1層当りの仕上り厚さが 15cmまで（瀝青安定処理路盤の場合は 10cmまで）の
上層路盤

①一般的に粒度調整砕石や瀝青安定処理路盤材等支持力が大きい良質な材料が用いられ

る。

②路盤材の敷均しと締固め作業からなる。

４）アスファルト舗装工

ａ．概要

・加熱アスファルト混合物は一様に敷均した後、高温のうちに転圧し所定の密度を得るととも

に、仕上げ面は平坦で均質になるように施工する。

・混合物の種類は、粗骨材の割合と粒度分布によって、粗粒度、密粒度、細粒度、開粒度アス

ファルト混合物および粒度分布が不連続なギャップアスファルト混合物がある。

（1）基層
基層は上層路盤の上にあって、その不陸を整正し、表層に加わる荷重を均一に路盤に伝達

する役割をもっており、一般的に加熱アスファルト混合物を敷均し締固めて作られる。
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基層が 2層以上で構成される舗装では、最下層を基層といい、基層の上の舗装を中間層と
いう。

（2）表層
表層は舗装の最上部にあって、荷重を均一に下層に伝達する役割を持っている。

表層は交通車両による摩耗とせん断に抵抗し、平坦ですべりにくく、快適な走行ができ、

雨水が下部に浸透するのを防ぐ機能を持ったものである。また、路側へのアスカーブ設置

により、路側から雨水の浸透を防ぐ。

ｂ．施工手順

（1）機種の選定
アスファルト舗装工に使用する施工機械の一般的な機種・規格は、次表に示す。

表 4－1 施工機械の機種・規格

施工パッケージ 平均幅員 機械名 規格

基層

（車道・路肩部）

中間層

（車道・路肩部）

1.4m未満
振動ローラ（舗装用） ハンドガイド式運転質量 0.5～0.6t

振動コンパクタ 前進型機械質量 40～60kg

1.4m以上

アスフアルトフィニッ

シャ

ホイール型・排出ガス対策型（第 2次基
準値）舗装幅 2.4～6.0m

タイヤローラ
普通型・排出ガス対策型（第 1 次基準
値）運転質量 8～20t

ロードローラ
マカダム・排出ガス対策型（第 1次基準
値）運転質量 10～12t締固め幅 2.1m

表層

（車道・路肩部）

1.4m未満
振動ローラ（舗装用） ハンドガイド式運転質量 0.5～0.6t
振動コンパクタ 前進型機械質量 40～60kg

1.4m以上

アスファルトフィニッ

シャ

ホイール型・排出ガス対策型（第 2次基
準値）舗装幅 2.4～6.0m

タイヤローラ
普通型・排出ガス対策型（第 1 次基準
値）運転質量 8～20t

ロードローラ
マカダム・排出ガス対策型（第 1次基準
値）運転質量 10～12t締固め幅 2.1m

基層

（歩道部）

中間層

（歩道部）

1.4m未満
振動ローラ（舗装用） ハンドガイド式運転質量 0.5～0.6t
振動コンパクタ 前進型機械質量 40～60kg

1.4m以上

アスファルトフィニッ

シャ
クローラ型舗装幅 1.4～3.0m

振動ローラ（舗装用）
搭乗・コンバインド式・排出ガス対策型

（第 1次基準値）運転質量 3～4t

表層

（歩道部）

1.4m未満
振動ローラ（舗装用） ハンドガイド式運転質量 0.5～0.6t
振動コンパクタ 前進型機械質量 40～60kg

1.4m以上 アスファルトフィニッ クローラ型舗装幅 1.4～3.0m



シャ

振動ローラ（舗装用）
搭乗・コンパインド式・排出ガス対策型

（第 1次基準値）運転質量 3～4t

アスカーブ ―

ダンプトラック オンロード・ディーゼル 2t積級

アスフアルトカーバ
ガソリンエンジン駆動式能力 4.0～
4.5m3/h

（2）施工フロー
アスファルト舗装工の一般的な施工手順は、次のとおりである。

ｃ．施工法

（1）加熱アスファルト混合物の敷均しに先立って瀝青材の散布を行う。
（2）散布は、ディストリビュータ又はアスファルトエンジンスプレーヤ等で行う。
（3）瀝青材料にはプライムコートとタックコートの 2種類がある。
①プライムコートは、路盤を仕上げた後に散布するもので、その上に施工するアスファル

ト混合物とのなじみを良くして路盤内に浸透させ、その部分を安定させるものであり、

アスファルト乳剤（PK-3）等が用いられる。
②タックコートは、アスファルト混合物同士の付着を良くするものであり、アスファルト

乳剤（PK-4）等が用いられる。
（4）加熱アスファルト混合物の敷均しは、主としてアスファルトフィニッシャで行うが、巻
込み部、曲率半径が非常に小さい曲線部や、機械が使用できない場所及び小規模工事では、

レーキ等を用いて人力により行う。

（5）作業は、あらかじめ型枠を設置し、加熱混合物の温度が 110°Cを下回らないように注意
しながら均一かつ平坦になるように施工する。

（6）ローラ類による締固め作業を行う前によく敷均し面を観察し、初期転圧が不十分で平坦
性が得られていない、あるいは不陸等の異常な箇所が認められる場合には直ちに修正を行

う。
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（7）加熱アスファルト混合物の転圧は、敷均し作業が終わったら、直ちに所定の締固め密度
が得られるように十分に締固める。使用機械はロードローラ（マカダム）、タイヤローラ

等を用いて行う。


